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 教育リソース・デジタルアーカイブは、教育実践研究資料が管理されていて、過去の資

料を用いて、現在の教育実践に役立てられている。とくに教師の学習指導力の育成の基礎
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１．教育実践研究資料の記録・管理の必要性 

 

 教育実践研究資料の記録の必要性、意義は、

1960 年代のコンピュータが利用されだした

頃より、言われだし、米国では、プロトコー

ル運動として教育実践の記録分析で 1960 年

代から 1970 年代にかけて進められた。たと

えば、D.R.クルーイックシャンク（1974 年）

がプロトコールを次のように定義している。

「プロトコールとは、教育過程で見られる、

教育上重要な意味をもつ事象の原記録で、教

授学はもちろん、心理学、社会学、人類学、

哲学等も含めて、関連研究領域からの適切な

概念を用いて、その事象を解釈したり、その

事象で見られる問題を解決したりするのに利

用される。」としている。この背景には、1960
年当時の学習の達成目標として、伝統的な教

育と新しいコンピテンシーを重視した教育で

あった。 
教育実践資料の総合的管理（1967 年～） 
 また、岐阜では、岩田晃、後藤忠彦が、1967
年から、教育実践資料の総合的な計測・記録・

分析を始めていた。この研究には、岐阜大学

の教育学、心理学、教科教育学や自動制御、

システム工学、情報論、脳生理学等の研究者

による教育データの記録・分析・管理の共同

研究へ発展していた。また、この研究に、岐

阜県、愛知県等の小・中・高等学校、教育セ

ンター等の教員が参加し、授業実践の総合的

な記録が進められた。 
 この岐阜での教育実践記録には次のような

データの記録・管理がなされた。 
・授業計画の記録（授業案の記録） 
・教材とその指導方法の記録 
・学習プリント類の記録 
・教師の指導の記録 
・カルテ（一週間の各教科の行政） 
・学習の理解の状況と音声の記録 
（レスポンスアナライザーの反応記録と音声） 
・学習活動の行動記録（カメラ、ビデオ） 
・記述データの記録（学習者の記述） 
（コンテキストデータ） 
・生理反応の記録（例 筋電等） 
（岩田晃の教育実践の総合記録（1969 年より） 
 これらのデータの多くがデジタル化記録を

可能にし管理された（1971 年科研）。 
コンピュータによる管理（カナ、英数字）CMI
システム（1978 年～） 
 1971 年にはコンピュータ（CMI システム）

が設置され、これらの一部がデジタル管理さ

れ、教師の教育実践の支援として利用された。

とくに、学習状態の分析が教育データのプロ
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グラムパッケージを作成、処理が進められ、

各種の授業分析が始まった。とくに学びの順

序の決定として、教授項目の系列化処理等が

開発され、（成瀬、後藤）、学習プログラムブ

ック、学習指導計画書の作成、CAI プログラ

ムの開発に適用された。また小学校用の CMI
システムが開発され学校に設置、教材ライブ

ラリー、学習データファイル、学習履歴ファ

イル等が作成され学校教育での各種の教育デ

ータ処理、その活用が進められた。 
教育情報処理システム（教育リソースの管理

利用） 

 日本語（漢字）処理が 1980 年頃から可能

になり、教育情報処理システムが開発され、

現在の教育リソース・データベースの基礎研

究が始まった。CMI システムを基本にして、

日本語による各種の処理が構成され、教育資

源の記録として、教育リソース・データベー

スの開発利用が進められた。その一つが、現

在の個別学習の自動化のレベル 1、2 での教

師の支援としての教材の提供（レベル 1）お

よび学びの順序性のある教材の提供（レベル

2）が始まった。（尚、一人一人の学びに適す

るカナ文字による教材項目リストの提供は、

CMI システムで実施されていた。） 
教育リソース・デジタルアーカイブ（2000 年

～） 
 これまでの CMI システム、教育情報処理

システムで構成してきた教育データが 2000
年になると音声、映像、文字、数値等が一体

的に取り扱えるマルチメディアデータベース

として開発が進みだした。その成果は2013年

から沖縄の学習指導、学力の向上に役立てら

れた。その教育実践研究の手順は、図に示す

ように、過去の教育実践記録（教育リソース）

を用いて、記録資料が一般の教員が理解でき

るように手引きを作成し、実践での活用を可

能にした。その実践結果をもとに更に改善し

（長尾等）、新しい教育リソースとして、記録

管理し、広く利用ができるようにした。たと

えば、この教育実践研究では、宮城が各資料

を用いて、学校の全教員に情報提供、情報利

用支援等を実施し、全教員の協力で学校全体

の全国学力・学習状況調査の平均点を大きく

向上させた。この過去の教育実践研究資料を

もとに、手引きを作成、それを利用した学校

教育での実践の成果は、今後の個別学習の自

動化の基礎資料として、学びのデザイン、実

施、検出の評価等に利用の可能性を示すもの

として重要である。 

 
個別学習の自動化では、教育リソース・デ

ジタルアーカイブで保管資料の活用として

は、 
・学習コースに関する資料 
・教材資料 

図 1 授業での利用と個別学習の自動化での利用 

教育リソース DA 
(教育実践研究資料) 

学びで必要な 

教育実践研究資料 

手引きの作成 
実践経験をもとに 

教育リソース DA 
(基礎資料、経験) 

・授業計画 
・実践指導支援 
・実践評価 

・授業計画 
・実践指導支援 
・実践評価 

授業実践 
個別学習の

自動化 

検索 

抽出 
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・教育実践研究資料 
が用いられる。とくに教育実践研究資料はこ

れまでの教師の知識、知恵が保管されていて

学びのデザインには重要な情報である。 
 学びの実施には、学習状態に対応した学び

の方法の変更、追加等の情報として重要であ

る。 
 また、検出結果の評価の一つの基礎資料と

して重要な役割をもっている。 
 学びのデザイン、実施、検出結果の評価等

で教育実践研究資料の教育リソース・デジタ

ルアーカイブは、今後、個別学習の自動化で

の活用方法としていかに利用するかが課題で

ある。 
 
２．教育実践研究資料の事例について 

 
 教育実践研究資料は学校教育、研究機関、

教育センター等で多く開発されている。これ

らの中から学習システム研究会で開発した一

例を次に示す。 
（１）ことば（操作言語） 
 論理的思考操作に関係する言葉を「操作言

語」とした。操作言語は主として用語と用語

を結びつける言葉である。 

たとえば、「三角形の頂点から底辺まで線

を引く」という文については、三角形、

頂点、底辺、線が用語であり、それを結

びつける「の」「から」「まで」「を」が操

作言語である 

 
このような操作言語が、小学校 1 年生～6

年生までの教科書（算数）にどのように出て

くるのかを調べた。その結果が次の図であ

る。  

小学校 1 年～6 年の算数教科書 
学年別新出操作言語一覧 
（1978～1980 年に松川らが調査） 

図 3 小学校 1 年～6 年の算数教科書 

学年別新出操作言語一覧 

 

用語（名詞） (   ) 用語（名詞） (   ) 

操作言語 

図 2 ●● 
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【この調査でわかったこと】 
➀小学校 3 年生までに、話しことばとして

の多くの操作言語が出ており、しっかり 1
年生から教える必要がある。 
➁同じ言葉でも使う場面によって正答率が違

う。たとえば、～からの時間、場所、数量で

は、理解度に違いがある。 
漢字は意識して指導されますが、このような

言葉は、意識されない場合が多い。ぜひ、論

理的思考を支えることばとして注目したい。 
なお、2013 年からの沖縄での実践研究に

あたり、あらためて現行の算数教科書の新出

操作言語を調査したところ、1970 年代とさ

ほど違いがないことがわかっていた。 

 
①学年別の新出状況 

次に示しているのは、操作言語の教科書の

学年別の新出状況と分布に関する調査結果で

ある。このグラフから小学校 3 年生までに

約 80％の操作言語が教科書で使用されてい

ることがわかった。 

 

さらに、次のグラフは、学年別に「～か

ら」の意味別による正答率の違いを調査した

結果である。時間を表す「～から」は、どの

学年でも比較的正答率が高いですが、空間を

表す「～から」は、どの学年でも比較的正答

率が低い。 
【ポイント】 
・1～3 年生の間に、言葉の力をかにつける

かが重要 
・算数の文章題などは、3 年生になると困難

になり、できなくなる児童が多くなる 
・同じ言葉でも、それぞれが表す意味に違い

があり、正答率が異なる 
・操作言語は、繰り返し学ぶことで、安定し

て文章の内容を理解したり、表現する力を定

着させる必要がある 

 
 
くり返し学習の指導方法 

 学習内容について、1 回で習得できない。

くり返し何回も学習する必要がある。たとえ

ば、学習プリントでくり返し学習をしたと

き、次のグラフのようになる。 
これは、くり返し学習での学習回数と正答

率の関係を表したグラフである。 
「―◆―指導あり」は学習後の説明あり 
「―■―指導なし」は学習後の説明なし 
「指導あり」「指導なし」ともに、最初の正

（2013 年に眞喜志が調査） 

図 4 学年別新出操作言語一覧（眞喜志） 

「思考操作に関する言語の分析(1) ～各言語の

提示状況の分析～」（1981）より 

図 5 操作言語の出現頻度 

「思考操作に関する言語の分析（Ⅳ）～”から～

まで”、”の”、”と”の学習分析～」（1981）より 

図 6 “～から”の意味別正答率 
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答率は、2 割から 4 割程度である。しかし、

学習回数が多くなるにつれ、両者の正答率に

は大きな差がでてくる。 

 
 また、「指導あり」の学習の回数に着目す

ると、学習回数が 4 回目になると、正答率

は 8 割に達している。そしてそれ以降は、

学習回数が 5 回目、6 回目と増えても、正答

率にはあまり大きな変化がない。これは、く

り返し学習をする回数の目安はおよそ 4、5
回程度であり、その時点で正答率が８割を超

えているか否かが、次の学習に進む基準であ

ることを示唆している。 
【ポイント】 
・学習の後に簡単な説明をする。（重要であ

る。） 
・くり返し学習をする回数の目安はおよそ

4、5 回程度 
・正答率が 70％～80％（グラフの変化点）

で、 
（a）正答者には発展的な問題を与える 
（b）誤答者にはより基礎的な問題を与える 
・（a）、(b)とも、短時間の個別指導をする 
（注）同じような問題をくり返しすると、で

きる学習者は嫌になる。できない学習者も、

いつもできないと嫌になる。問題作成にも注

意する。 
発問について 

発問に対する決定行動までに要した時間 τ0 

表 1 発問に対する決定行動までに要した時間 τ0 

 Q1 Q2 Q3 
小学校 10秒 14秒 20秒 

高校 10秒 14秒 23秒 

（McGill の仮説）決定行動をするまで過程 
［受け止める→考える→決定行動（「わかっ

た！」）］ 
ポイント：受け止めて考える時間を与える必

要がある 
（発問を指示し、すぐヒントを言っていない

か注意すべき） 
【ポイント】 
 小学生でも高校生でも、発問されてか

らわかるまで 10 秒程度の時間が必要であ

る 

 
①考える（課題解決の）時間を与える。せめ

て、10 秒は考えさせたい。 
②発問後にすぐヒント、解説はしない（考え

させるため） 
③反応が長い時間かかれば 
 ・受け止めが困難か検討する 
 ・発問が考えるのに困難ではなかったかを

反省し改善(反省)（提示の方法） 
 ・発問が困難で考えるのに時間を要した原

因を検討 
④発問がカリキュラム上の必然性があった

か、発問による学びの変化を検討 
⑤応答、反応 

論理的で文脈のある答えができるように 
 
確認 

発問と確認の決定行動までの時間の違い

（最初に分かった者の時間） 

表 2 発問と確認の決定行動までの時間の違い 

小学校 Q1 Q2 Q3 
確認 4 秒 8 秒 14 秒 
発問 10 秒 14 秒 20 秒 

 

図 7 くり返し学習の変化点 
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［受け止める、考える、決定行動］ 
ポイント：決定行動までの時間が 4 秒なの

で、考える時間はほぼ 0 秒である 
【ポイント】 
 発問とは違い、確認への反応時間は、

わずか 4 秒である 
①考える時間はほぼ 0 である 
②反応時間が長くなれば、 
 ・児童にとって発問ではなかったか 
 ・児童にとって受け止めが困難でなかった

か検討、反省する 
 
グループ・全体討論 

1960 年代の討論の所要時間 

 
【ポイント】 
1960 年代の討論の所要時間について、グ

ループでの討論と比べてクラス全体での

討論の所要時間が短い 
しかも、グループ討論後の全体討論の理

解度をみると、グループ討論後とさほど

違いがない 
上のデータは、1960 年代の授業を分析し

たもので、話し合い活動において深みがな

く、形式的な話し合いになってしまった授業

の傾向がみえる 
…これでは困る！ 
①当時のグループ討論、全体討論が形式的で

あった。 
 このため、グループ討論より全体討論の時

間が短くなっている。 
「〇〇について、グループで話し合いなさ

い。」皆が話し合いを終えた頃に…「それで

は各グループの代表者で発表してくださ

い。」しかし、ほとんどの発表が同じような

内容で、それをまとめることで全体の討論が

終わる。 
→ これでは深みもなく、発展性のない話し

合いをしただけで終わってしまっている。 
②岩田晃先生は、グループ討論の平均時間 5
分、全体討論の平均時間 7.2 分、課題の与え

方は「予想」と「調べる方法」を話し合わせ

た。その際、 
「グループでどうなるか予想ができたら、次

にどうすれば予想が正しいことがわかるかを

調べる方法を考えて話し合ってください。」

と声掛けをした。（1967 年） 
このように討論の進めることで、より深み

のある話し合いができた。 
 
教師と児童の話し合い 

 
【ポイント】 
これまで出された意見とは違う視点の意

見が出ることで、話し合いの理解がさらに

深まる 
 
「まとめ」などで、教師と児童が話し合い課

題を解決するプロセスで 
①約 50%～75%(半数以上)が理解すると、こ

れまでの話しの内容と違った意見を出す(学
習者―) 
②見方、考え方の違った意見を出し、学びに

表 3 グループ・全体討論 
1960 年代の討論の所要時間 

 Q1 Q2 Q3 
グループ 2.2分 3.0分 4.0分 
ｸﾗｽ全体 1.2分 1.6分 2.4分 

 

表4 話し合いでの課題解決（理解度） 
 Q1 Q2 Q3 

グループ 50% 67% 87% 
ｸﾗｽ全体 53% 73% 87% 

 

図 8 ●● 
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深みを入れる 
この例は、学習システム研究会が 1967 年

～1987 年に作成した多くの教育実践研究資

料の中から 2013 年に当時の沖縄の学習指導

力の向上、学力の向上に役立つと考えられる

資料を選定し、指導主事、教員等と打合せ、

整備した第一次案である。 
 

手引きの作成 

 教育実践研究資料のデータを提供されて

も、その解釈をしなければ利用困難である。

このため研究者等により、利用についての解

説を入れてデータが利用できるように変更す

る。さらに教育実践の経験者により、学校教

育での利用を配慮し、解説を加えて手引きを

作成した。その事例を次に示す。 
手引きの作成は、当時（2013 年～2014

年）、岐阜女子大学関係者および長尾順子指

導主事、宮城卓司教頭、井口憲治教頭や沖縄

サテライト校の大学院生の協力で手引きの作

成を進めた。 
 その手法としては、各教育実践研究資料の

整理した第一次案に学校の実際に授業をされ

ている教員に関連した各学校での問題点（課

題）を出し、関連実践例の良い事例等を追加

した。これにより、より多くの学校に適する

資料が構成できた。 
しかし、逆に情報が多くなり、各学校で利用

するには不都合となった。このため、一般的

な手引きを、教育リソース・デジタルアーカ

イブに保管し、各学校での利用にあたって

は、教頭、研究主任等が各学校に適した情報

を選定し、簡単な手引きとして利用を進め

た。 
この手引きは、初期の教育実践研究資料に

多くの情報が追加されていた。これを個別学

習の自動化の学びのデザインや評価に利用す

ることは困難である。ぜひ、今後学びのデザ

イン、検出、評価で利用する資料として、更

に整理をした情報の利用が望まれる。 

 
 次に手引きの例を示す。（改善した手引

き）（眞喜志悦子） 
 

過去の資料の

分布 

 岐阜女子大学研究者による

教育リソースから抽出と分

析 

分析結果の整

理 

指導主事、教頭等による分析

結果の教員提供用として整

理 

理論的背景 分析データに適用する理論

的背景の調査し教員に提供

資料の作成 

実践資料の収

集 

データに関連した実践資料

を収集し、教員の理解の支援

情報の整理 

手引きの構成 学校提供用の手引きの作成 

学校に適した

資料 

手引きの中から各学校に適

した資料を学校の指導者が

作成・提供（各学校用） 

教育リソース

に保管 

利用結果を調査し手引きを

改善し、教育リソース・デジ

タルアーカイブに保管（次年

度利用） 

図 9 手引きの作成と教育リソース 
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２ 考える力をつける発問 
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３ 確認と応答 
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４ 話し合い グループ討論 全体討論 
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５ 教師と児童の話し合い 
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６ 繰り返し学習の指導法 
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７ 用語と用語を結びつける 言葉の指導 
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８ 授業の構成 集中し学び意欲を育てる 

  
 



16 
 

３．教師教育の観点から 

 ～学習指導の向上に利用～ 

 
 教育実践研究資料の記録・管理・利用は、

教師の教育実践にあたり、常にこれまでの教

育実践（学習指導の基礎）の良い点を参考に

教師の反省の上に新しい観点からの実戦が進

められてきた。これを支援するのが、教育実

践研究資料（データベース）である。その実

例を次に示す。 
 沖縄の A、B 小学校の教頭が大学院の教育

情報特講の教育情報データベースに関する授

業で、過去の教育実践研究資料の紹介、説明

（前記教育実践研究資料）で「このような資

料であれば、先生方の腑に落ちる資料（グラ

フ等）である」と受け止め教師教育の観点で

の利用を考えられた。当時の沖縄は、全国学

力・学習指導調査の平均点が毎年全国の最下

位であった。（～2013 年）このため、学力の

向上が大きな教育課題であり、いかに向上さ

せるかで困っていた時期であった。 
 そこで、校長を始め全教員との理解の上、

次のような展開をした。 
（１）全教員に教育実践研究資料（主要な）

や、教育センター等の講座等の情報提供 
①全校の研究騎亜での情報提供 
（ⅰ）全教員に過去の教育実践研究資料や研

究情報（講演等）から選定した情報を、全校

研究会等で紹介・説明した。 
（ⅱ）教頭だよりでの紹介 
 毎週の教頭だよりを出し、その中で、教育

実践研究例や講演等の話を紹介した。 
（２）具体的事例の紹介・説明 
 いかに腑に落ちる資料でも、その実践にあ

たっては具体的な事例を見せ、次の行動に移

せるようにする必要があった。このため次の

ような具体的事例の紹介をした。 
（ⅰ）研究資料、理論が実際の授業改善にな

るように動画の提供 
 教頭だよりに QR コードで短い動画が見ら

れるようにして、実際の状況を具体的に理解

できるようにした。 

 

 

図 10 「教頭だより 2016 年 9 月 30 日号」 

（作成：宮城卓司先生） 

図 11 『教頭だより』と QR コード（宮城） 
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 また、授業全体の動画も見られるようにし

て全体的な把握も可能にした。（関係者の了

承を得て、約 100 時間の授業等を記録、保

存し、利用できるように構成した。） 
（ⅱ）指導者として実際に授業でどのように

すればよいか情報提供 
 A4 の紙に改善策を書いて、教師の空き時

間にフィードバックできるようにした。 

 
（３）実際の助言 
 このような情報提供をしていたところ、教

員から、「授業を見て下さい」との要望が出

てきた。具体的な授業を見て助言や校内研修

会等での助言をしていた。このとき気をつけ

たのは、実際のデータで話すことであった。 
 理論（実践研究資料）⇒具体化⇒実践 
のステップを構成した情報提供・助言等の教

師の支援活動を進めた。 
実践の結果（授業改善の結果） 

 次のような教育実践研究資料等の情報提供

や教員の大変な努力で、全国学力・学習状況

調査の平均点が全国最下位の沖縄県より下位

の学校の平均点を大きく向上させた。 
 沖縄県到達度調査（毎年 2 月実施）の結

果を示す。 

 

 
このように、全国最下位であった沖縄県も

向上したが、それよりさらに下位の平均点で

あった学校が全国的にも上位に位置づける向

上となった。 
 また、進学した中学校の教師から B 小学

校から来る生徒が変わった（良くなった）と

の声も聞こえるようになった。 
 当時の B 小学校の児童には、要保護、準

保護の者が 47%いて、経済的に沖縄の中で

も最も厳しい学校であった。経済的に厳しい

学校でも、先生方の努力によって大きく学力

の向上する注目すべき実践であった。 
 このように、教育実践研究資料は、過去の

資料でも、選定し利用すれば、現在の授業改

善にも役立つことが明示された。個別学習の

自動化にいかに役立てるかも、今後の課題の

一つである。 
 
４．個別学習の自動化での利用の考察 

 
 授業の改善での教育リソースの教育実践研

究資料の利用は、沖縄の例で示したように、

学習指導力の向上に役立てることができ、学

力の向上にも結びつけることが可能である。

一般の授業では、協働学習（集団学習）、個

別学習も実施されていて、教育実践研究資料

データベースは、教育の技術の実践事例案と

しての役割の一つでもある。このため、個別

図 12 指導助言メモの一部（宮城） 

図 13 沖縄県到達度調査（宮城） 

図 14 全国学力・学習状況調査にみる授業改善

の結果（宮城） 
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学習の自動化でも、必要に応じて、その活用

が望まれる。とくに個別学習の自動化のレベ

ル 1、2、3 では、教師の学習指導力が必要

であり、これまでと基本的に変わることがな

く、学習テクノロジーでの学びでも、教育の

方法・技術の実践例の適用が、どこまで可能

か考察する必要がある。また、それにともな

い、どのような手法で活用すべきか、検討が

必要である。 
 また、一方、教育リソースとして、これま

での教育実践研究資料の整備が重要である。

しかし、現実には、多くの教育実践研究資料

が、個別学習の自動化での活用できるように

研究・整備されていないのか現状である。 
 このため、これまでの授業での利用の実例

を背景に何に利用できるか、次に検討する。 
 教育リソースとしては、現状では、次のよ

うな資料が主として保管されている。 
 ・教材、学習材、素材 
 ・学習コース（学習プログラム）；実践例 
 ・教育実践研究資料 
 これらに対し、実践結果（学習状況、学習

傾向等）が合わせて保管されている場合が多

い。 

 個別学習の自動化の基本的な構成として

は、OECD でも報告しているように行動、

検出、診断が基本になっている。 

 
これを補助する情報として教育リソース・

デジタルアーカイブと学習目標がある。その

概要を教育実践の視点から示すと次のように

なる。 
 とくに、教育リソース・デジタルアーカイ

ブとの関係があるのは、行動（学びのデザイ

ン、実施）と検出結果の評価である。 
（１）行動計画（学びのデザイン、実施） 
 学びのデザインでの教育リソース・デジタ

ルアーカイブの利用は、教材データ、学習コ

ースのデータとは違い、学習コースの計画、

教材の選定等の基本的な情報を提供する。た

とえば、前の教育実践研究資料の 8 に示す

図 15 行動、検出、診断 

行動 検出 

診断 

教育リソース 
デジタルアーカイブ 

学習目標 
検 出 

（計測） 

評 価 [学習履歴] [学習状態] 

・生理学的データ 

・行動データ 

・コンテキストデータ 

・その他のデータ 

・教材、学習材、素材 

・学習コース（個人学習教材一覧の主

体的作成） 

・地域資料等・教育実践研究資料 

（知識情報

 

（教育目的） 

学習テクノロジー（個別学習の自動化システム） 

学びの 
デザイン 

実施 

行 動 

図 16 行動（学びのデザイン、実施）、評価を支援する教育リソース 

教育実践研究資料を参

考に評価 

診 断 
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ような授業の構成の基礎として 45 分の学び

の構成をどのようにするかの検討が必要であ

る。 

 
 とくに小学校等では、学習の継続時間が興

味・関心、やる気との関係もあり重要であ

る。この基礎情報の提供はまず学びの計画の

基礎情報として利用すべきである。たとえ

ば、図工等の 45 分をほぼ同じ学習のパター

ンで継続可能な学びもあるが、一般的な学び

では図にも示すように 3～6 の区切りが基本

的には必要である。 
 同様に教育実践研究資料データベースの中

には、各種の学習設計上の基本的なデータが

保管されている。 
 これらを、いかに有効に学習計画で活用す

るシステムを開発するかが課題である。 
―実施― 

 学びの実施中での学習反応の計測は、検出

により受け止めることができ、教育実践研究

で課題になる事項について評価し、その結果

をダッシュボードに必要に応じ情報提供が可

能である。 
 たとえば、小学校の低学年等でよくある言

語の理解の不足のため、文章の理解ができな

く、困っている状況がよくある。こられは、

学びの計画的に言語活動の情報についてその

困難性について、データを得ておき、それに

対処した教師用の情報をダッシュボードから

提供することも可能である。 

 このような基礎的な事項の情報は、学習内

容とも関係するが、一般的な傾向として、た

とえば資料 7 のような基本情報を得て、そ

の時間の準備がされた学習指導の計画を可能

にする処理システムの構成が望まれる。 
 この他、多種、多様な基礎情報が教育実践

研究資料として保管され、これらを必要に応

じ、有効に活用できる処理システムの構成が

必要である。 
（２）評価 
 検出データの評価処理は、主として、教育

実践研究資料を基礎にして、処理がされる。

たとえば映像、音声から得られる検出データ

も、基本的には基礎データ（研究資料）を参

考に評価されている。今後、多種、多様な検

出データが得られると考えられ、それぞれを

研究資料をもとに、学びの状況の判断資料と

なる。この判断に利用する研究資料の管理を

する教育実践研究資料データベースが教育リ

ソースの中に設定すべきである。 
 たとえば、発問であれば、教育実践研究資

料に示すような τoの反応時間の分布の 4 分

位数から、この学習反応がどのカテゴリーに

関するものであるか反転し、それを McGill
の一つの情報とすることが可能である。 
表 1 発問に対する決定行動までに要した時間 τ0 

 Q1 Q2 Q3 
小学校 10秒 14秒 20秒 

高校 10秒 14秒 23秒 

 
 このためには、発問から反応時間の計測が

可能な情報端末等の計測システムの構成が必

要である。すなわち、計測（検出）システム

の構成と教育実践研究資料が関係し、評価を

可能にする。このような多種、多様な評価結

果から学びの支援に有効な情報を選定し、ダ

ッシュボードに提供する機能として、AI 等
の処理機能の利用が必要となる。 
 個別学習の自動化の機能の向上のために

は、まず、教育実践研究資料の整備とデータ

図 17 授業 1 時間あたりにおける小分節の数の

分布 
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ベース化により、その活用が有効に利用でき

るシステムの開発が望まれる。 
 
５．教育実践研究資料（データベース）の今

後の課題 

 

 教育実践研究資料は、これまでの授業改善

での利用から考えても、個別学習の自動化に

も重要な情報をもつデータとして今後とも整

備が必要である。また、個別学習の自動化の

基礎資料としても、レベル 1、2、3 での教

師の主となる指導での活用や、自動化システ

ムでの学習コースの開発、実施の検出・評価

でも必要な情報であり、とくにレベル 4、5
では、教師の代わりに学習テクノロジーが主

となり、学びの指導をすることになり、よ

り、教育実践研究資料の整備が重要になる。 
 しかし、その整備は現在一部の実践研究で

とどまっていて、教育総合ポータルのような

全体的な情報を記録・管理する管理・流通の

システムの構成が教育実践研究資料の分野で

も必要である。 
この資料をまとめるにあたり、学習システ

ム研究会の方々の資料の利用および、後藤忠

彦岐阜女子大学顧問の支援に厚く感謝の意を

申し上げたい。 
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